
平成２２年度一般会計当初予算説明資料
３款 民生費

２項 児童福祉費 子育て支援総室（内線：７５７０）→子育て支援総室［子育て応援室］
１目 児童福祉総務費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(基金繰入金)

認定こども園設置促進事 (65,732) (758) (64,974) (240) (65,492)

業

トータルコスト 67,346千円 （前年度2,415千円） 〔正職員：0.2人〕

主な業務内容 補助金交付申請の審査、交付決定、補助金の支払

工程表の政策目標（指標） 子育て中の誰もが、保育所、幼稚園、地域子育て支援センター、放課後児
童クラブ、ファミリー・サポート・センター等の子育て支援拠点の支援を
受け安心して子育てができる。（鳥取県内設置数：１０園）

【「鳥取県安心こども基金」充当事業】

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
認定こども園を設置するため、現時点で幼保連携型認定こども園として認定されない幼稚園型認定

こども園の認定に必要な運営費、施設整備等を学校法人へ助成する市町村に対して、補助することに
より、設置促進を図る。

２ 主な事業内容
（１）幼稚園型認定こども園施設整備費補助事業（６０，０００千円：６施設分）

幼稚園型認定こども園の設置に必要な施設整備を助成。
実施主体 学校法人
補助率 １／２（補助対象上限額：20,000千円（補助上限額10,000千円））
負担割合 県１／２、学校法人１／２ ※市町村負担任意
補助対象経費 工事費、設計委託費（調理室、低年齢児の保育室の設置改修等）

（２）幼稚園型認定こども園運営費補助事業（１，０５２千円：４施設分）

幼稚園型認定こども園の保育の質を確保させるため、既存の幼稚園補助がない１歳児の受入につい

ての事業費を助成。

実施主体 学校法人

補助率 定額 ※市町村負担任意

対象年齢：１歳

補助基準額：１９，５００円／人・月

補助対象経費 幼稚園型認定こども園の保育所機能部分にかかる事業費

※ （１）、（２）とも市町村を通じた間接補助とする。

（３）認定こども園普及促進事業（４，６８０千円）
ア 私立幼稚園・私立保育所関係者の先進地視察に対して助成を行う。（補助限度額 50千円）
イ 私立幼稚園が職員及び保護者に実施する園内研修に対して助成を行う。（補助限度額 80千円）

ウ 県が幼稚園・保育所職員を対象とした合同研修を実施する。

※ ア、イは、設置者に対し、それぞれの補助限度額内の助成を直接行う。

３ これまでの取組状況、改善点

【指標】鳥取県内設置数 平成25年度：10園 ⇒【現状】平成21年度：0園

今年度、先進地視察、検討会等を通じて私立幼稚園の認定こども園に対する関心が高まった。

しかし、私立幼稚園が幼稚園型認定こども園へ移行する考えがあっても、施設整備や運営費の面で

補助制度が整っていないため、設置促進のためには補助制度を創設することが必要。


